
 

 

住民監査請求に係る監査結果の公表 
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第１ 監査の結果 

   本件請求について、請求人の主張のうち、令和５年度の固定資産税に係る部分について

は現時点において必要な措置を講ずべき勧告をする理由がなく、令和６年度の固定資産税

に係る部分については請求人の主張に理由がないと認めます。 

 

第２ 請求の受付 

 １ 請求人 

   (略) 

 

 ２ 請求書の提出日 

   令和６年 12 月９日 

 

 ３ 請求の内容 

   請求の内容は、別紙１のとおりです。 

 

 ４ 要件審査 

   監査委員は、令和６年 12 月 23 日に要件審査を行い、本件請求が地方自治法（昭和 22

年法律第67号。以下「法」といいます。）第242条所定の要件を備えているものと認め、

監査を実施することを決定しました。 

 

第３ 監査の実施 

 １ 監査対象事項の決定 

   公立大学法人横浜市立大学附属病院の敷地内薬局に係る土地（以下「本件土地」とい

う。）に関し、令和５年度及び令和６年度の固定資産税の賦課徴収を怠る事実があるかに

ついて監査対象事項としました。 

   

 ２ 監査対象区局 

   金沢区及び財政局を監査対象区局としました。 
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 ３ 証拠の提出及び陳述の聴取 

   監査委員は、法第 242 条第７項の規定に基づき、請求人に証拠の提出及び陳述の機会を

設け、令和７年１月 14 日及び同月 15 日に追加の証拠の提出を受けるとともに、同月 17

日に陳述を聴取しました。 

   また、監査委員は、令和７年１月 15 日に監査対象区局から見解書（別紙２のとおり）

の提出を受けるとともに、同月 17 日に監査対象区局職員から陳述を聴取しました。 

   なお、税務職員には地方税法第 22 条の規定による守秘義務が課されていますが、監査

対象区局から、本件請求の審理に当たり、納税義務者である公立大学法人横浜市立大学か

ら守秘義務を解除することの同意を受けたことが報告されました。 

 

第４ 監査の結果 

 １ 請求人及び監査対象区局職員の陳述 

   請求人及び監査対象区局職員から聴取した陳述内容は、別紙３のとおりです。 

   なお、陳述の聴取後の令和７年１月 22 日に請求人から意見書の提出を受けました（添

付省略）。 

 

 ２ 事実関係の確認 

   請求人からの提出書面及び請求人の陳述、監査対象区局からの提出書面及び監査対象区

局職員の陳述並びに監査委員の調査により、監査対象事項について、次の事実を認めまし

た。 

  (1) 横浜市に所在する土地に対する固定資産税の賦課徴収について 

    横浜市に所在する土地に対する固定資産税は、毎年１月１日（賦課期日）現在の登記

簿又は土地補充課税台帳に所有者として登記又は登録されている者に対して、納税地を

所管する区長が課税します（地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第 342 条第１項、第

343条第１項及び第２項並びに第359条並びに横浜市市税条例（昭和25年８月横浜市条

例第 34 号）第 20 条第２項及び横浜市市税条例施行規則（昭和 25 年 12 月横浜市規則第

80 号）第２条第１項第１号）。 

    なお、公立大学法人が所有する固定資産（当該固定資産を所有する公立大学法人以外

の者が使用しているものを除く。)に対しては、固定資産税を課することができないこ
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ととなっています（地方税法第 348 条第８項）。 

    当該固定資産を所有する公立大学法人以外の者が使用しているものの判断は、「非課

税独立行政法人等が所有する固定資産に係る固定資産税の取扱いについて（通知）」

（平成 18 年２月５日行固第 723 号。以下「取扱通知」といいます。）に従い、使用の

形態は、有償、無償又は使用料を減額している場合を問わず、使用貸借契約書等によっ

て正当な権限を有する者が使用しているものであるかを確認し、貸付状況は、原則とし

て契約書に定められている内容をもって判断します。 

    固定資産税の徴収は、普通徴収の方法により行い、納税通知書を納税者に交付するこ

とにより行います（地方税法第 364 条第１項及び横浜市市税条例第 11 条）。 

    また、固定資産税の賦課額について、税額の変更を行った場合においては、納税地を

所管する区長が直ちに納税者に通知書を発出します（横浜市市税条例施行規則第７条）。 

地方税法（抜粋） 

（固定資産税の課税客体等） 

第 342 条 固定資産税は、固定資産に対し、当該固定資産所在の市町村において課す

る。 

   （第２項及び第３項省略） 

 

（固定資産税の納税義務者等） 

第 343 条 固定資産税は、固定資産の所有者（質権又は 100 年より永い存続期間の定

めのある地上権の目的である土地については、その質権者又は地上権者とする。以

下固定資産税について同様とする。）に課する。 

２ 前項の所有者とは、土地又は家屋については、登記簿又は土地補充課税台帳若し

くは家屋補充課税台帳に所有者（区分所有に係る家屋については、当該家屋に係る

建物の区分所有等に関する法律第２条第２項の区分所有者とする。以下固定資産税

について同様とする。）として登記又は登録がされている者をいう。この場合にお

いて、所有者として登記又は登録がされている個人が賦課期日前に死亡していると

き、若しくは所有者として登記又は登録がされている法人が同日前に消滅している

とき、又は所有者として登記されている第 348 条第１項の者が同日前に所有者でな

くなつているときは、同日において当該土地又は家屋を現に所有している者をいう

ものとする。 

 （第３項から第 10 項まで省略） 

 

(固定資産税の非課税の範囲) 

第 348 条 （第１項から第７項まで省略） 

８ 市町村は、地方独立行政法人(公立大学法人を除く。以下この項において同じ。)

が所有する固定資産(当該固定資産を所有する地方独立行政法人以外の者が使用し

ているものその他の政令で定めるものを除く。)及び公立大学法人が所有する固定

資産(当該固定資産を所有する公立大学法人以外の者が使用しているものを除く。)

に対しては、固定資産税を課することができない。 
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  （第９項及び第 10 項省略） 

 

(固定資産税の賦課期日) 

第 359 条 固定資産税の賦課期日は、当該年度の初日の属する年の１月１日とする。 

 

（固定資産税の徴収の方法等） 

第 364 条 固定資産税の徴収については、普通徴収の方法によらなければならない。 

   （第２項から第 10 項まで省略） 

横浜市市税条例（抜粋） 

(普通徴収の方法による納税通知書の交付) 

第11条 普通徴収の方法により徴収する市税については、徴税吏員は、おそくとも納

期限前10日までに、納税通知書を納税者に交付しなければならない。 

 

(この条例施行のための委任規定) 

第20条 （第１項省略） 

２ 市長は、法又はこの条例で市長がなすべきことの定めのあるものの一部を、その

納税地所管の区長に委任することができる。 

横浜市市税条例施行規則（抜粋） 

(徴収金の賦課徴収等の事務委任) 

第２条 次に掲げる事務は、区長に委任する。 

(1) 徴収金の賦課及び徴収に関する事務 

   （第２号、第３号及び第２項省略） 

 

(普通徴収の税額変更通知) 

第７条 普通徴収の方法によって徴収する市税の賦課額について、税額の変更を行っ

た場合においては、市長等は、直ちに納税者に通知書を発しなければならない。 

非課税独立行政法人等が所有する固定資産に係る固定資産税の取扱いについて（通

知）（抜粋） 

１ 非課税独立行政法人等以外の者が使用している固定資産の範囲について 

  ・・・「非課税独立行政法人等以外の者が使用」しているものの判断について

は、次の点に留意して行うこととします。 

(1) 使用の形態 

非課税独立行政法人等以外の者が使用する固定資産とは、当該固定資産を使用

するにあたり、面積の多寡に関係なく、使用貸借契約書等によって正当な権限を

有する者が使用しているものをいうものです。 

 また、この場合における「使用」とは、有償使用、無償使用及び使用料を減額

している場合も含まれるものです。 

   （(2)省略） 

２ 留意事項 

(1) 貸付状況の判断 

非課税独立行政法人等による同法人等以外の者への貸付状況について

は、・・・原則として契約書に定められている内容をもって判断することとしま

す。 

   （(2)省略） 
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  (2) 本件土地について 

    本件土地は、公立大学法人横浜市立大学附属病院及び同大学福浦キャンパスの所在す

る金沢区福浦三丁目９番１（以下「福浦三丁目９－１」といいます。）の土地の一部で

す。福浦三丁目９－１の土地は、不動産登記事項証明書によれば、公立大学法人横浜市

立大学が所有しており、その地積は94,389.80㎡です。本件土地には、令和４年６月29

日付「事業用定期借地権設定契約公正証書」により、敷地内薬局の設置事業者を賃借人

とする事業用定期借地権（賃借権）が設定されており、同公正証書の物件目録には、そ

の地積は、471.19㎡と記載されています。 

    本件土地への薬局建物の建築については、令和４年７月14日に公立大学法人横浜市立

大学理事長宛てに指定確認検査機関から確認済証が交付され、令和５年２月14日の建築

完了後の同月22日に検査済証が交付されました。賃料については、同公正証書に「賃料

は、本件建物に関する建築基準法第７条の２第５項の規定による検査済証の交付年月日

の翌月１日から発生するものとする。」と記載されていることから、賃料は令和５年３

月１日から発生することになります。 

    なお、建築確認申請等の名義が公立大学法人横浜市立大学理事長となっていることに

ついては、令和５年８月24日付「「公立大学法人横浜市立大学附属病院保険調剤薬局整

備・運営事業」に係る臨時監査 結果報告書」において「建築基準法第２条の規定によ

り、建築主は当初条件どおり工事の注文者であるＡとすべきであり、法令の規定に反す

るものであった。」と報告されています。 

  (3) 福浦三丁目９－１の土地に対する固定資産税の課税について 

   ア 令和５年度（当初）の固定資産税の課税地積について 

     監査対象区局の説明によれば、令和５年２月 17 日の公立大学法人横浜市立大学か

ら監査対象区への問合せを端緒に、監査対象区の求めにより提出された「令和６年度

固定資産税非課税適用（変更）申告書」（令和５年３月７日付）では、「事業用定期

借地権を設定し事業者に賃貸した土地において、事業者が保険調剤薬局を開業し、賃

料の納入が開始するため。」との理由により理由発生年月日が令和５年３月１日とな

っていたこと、令和５年４月 17 日に参考資料として提出された「事業用定期借地権

設定契約公正証書」による賃料の発生が令和５年３月からであったこと、建築確認申

請における建築主が公立大学法人横浜市立大学となっていたことを勘案して、当初課
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税時においては、本件土地については、賦課期日において、公立大学法人が使用して

いると判断し、地方税法第 348 条第８項の規定により非課税としたとのことです。 

     令和５年度（当初）の福浦三丁目９－１の土地の課税地積は、以下の方法により算

定された 1,214.09 ㎡となっていました。 

 

    【計算式】 

 

 

 【課税地積】令和５年度（当初） 

  1,214.09 ㎡＝①123.23 ㎡＋②1,090.86 ㎡ 

 

① 貸付地積 123.23 ㎡ 

他者に貸し付けている土地の地積をいいます。 

平成 25年９月 11日付「平成 26年度固定資産税非課税適用（変更）申告書」により

申告されていた地積です。 

② 他者使用部分に相当する地積 1,090.86 ㎡ 

他者に貸し付けていない土地の地積（以下「非貸付地積」といいます。）に建つ建

物の総床面積のうち公立大学法人の用途に供されていない部分（店舗等）の床面積に

相当する地積をいいます。 

 

     なお、他者使用部分に相当する地積は、固定資産税実務提要に「家屋及び当該家屋

の敷地の用に供されている土地が非課税とされる場合で、家屋の一部に非課税の用途

に供されている部分とそうでない部分があるときの当該敷地の用に供されている土地

に係る固定資産税の取扱いについては、家屋の利用床面積により按分して課税するの

が適当である。」と記載されていることから、次の【計算式】により非貸付地積を家

屋の利用床面積で按分して算出されていました。 

   【計算式】 

 

    

課税地積＝①貸付地積＋②他者使用部分に相当する地積 

②他者使用部分に相当する地積＝③ 登記地積 貸付地積
⑤他者使用部分の床面積

④建物総床面積
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【他者使用部分に相当する地積】令和５年度（当初） 

 

 

 

③  非貸付地積 

非貸付地積＝登記地積－貸付地積で算出されます。 

④  建物総床面積 112,502.14 ㎡ 

非貸付地積に建つ建物の総床面積をいいます。 

⑤  他者使用部分の床面積 1,301.88 ㎡ 

建物総床面積のうち、公立大学法人の用途に供されていない部分（店舗等）の床面

積をいいます。 

 

   イ 令和５年度の固定資産税の課税地積及び税額の変更について 

     本件請求を受けて、監査対象区において改めて事実確認を行った結果、令和５年８

月 24 日付「「公立大学法人横浜市立大学附属病院保険調剤薬局整備・運営事業」に

係る臨時監査 結果報告書」により建築主は敷地内薬局の設置事業者とすべきであっ

たことが確認され、本件土地は、令和５年度の固定資産税の賦課期日においても敷地

内薬局の設置事業者が令和４年６月 29 日付「事業用定期借地権設定契約公正証書」

に基づき使用していたことが判明しました。 

監査対象区が公立大学法人横浜市立大学に確認を求めたところ、「令和５・６年度

固定資産税非課税適用（変更）申告書」が令和６年 12 月 26 日付で提出され、「事業

用定期借地権の開始日が令和４年６月 30 日であるため。」との理由により、先に提

出されていた令和５年３月７日付「令和６年度固定資産税非課税適用（変更）申告書」

の理由発生年月日が令和４年６月 30 日に変更されました。 

     そのため、監査対象区は、本件土地は令和５年度の賦課期日において公立大学法人

以外の者が使用しており、地方税法第 348 条第８項の非課税要件に該当せず、課税対

象とすべきものであると判断し、令和７年１月６日付で、福浦三丁目９－１の土地に

ついて、「令和５年度土地（補充）課税台帳兼評価調書」に登録されている内容のう

②1,090.86㎡＝③ 94,389.80㎡ 123.23㎡
⑤1,301.88㎡

④112,502.14㎡
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ち、課税地積に本件土地分を課税対象とすることに伴う増加分を加える修正を行い、

及び課税地積の変更に伴う価格等の変更を反映する修正を行うとともに、固定資産税

を増額する税額変更を行いました。また、同日付で納税義務者である公立大学法人横

浜市立大学宛てに「令和６年度固定資産税・都市計画税（土地・家屋）税額変更通知

書兼納税通知書（令和５年度分）」等を送付し、当該税額変更等について通知しまし

た。 

     なお、令和７年１月６日の変更後における令和５年度の課税地積及び他者使用部分

に相当する地積の計算は、次のウに示す「【課税地積】令和６年度」及び「【他者使

用部分に相当する地積】令和６年度」と同様です。 

ウ 令和６年度の固定資産税の課税地積について 

     監査対象区局の説明によれば、「令和６年度固定資産税非課税適用（変更）申告書」

（令和５年３月７日付）による理由発生年月日が令和５年３月１日となっていたこと

等から、課税当初から賦課期日において、公立大学法人以外の者が使用していると判

断し、本件土地については、地方税法第 348 条第８項の非課税要件に該当せず、課税

対象としていたとのことです。 

     令和５年度の課税地積の算出方法と同様の方法により算出した令和６年度の福浦三

丁目９－１の土地の課税地積は、1,679.82 ㎡となっています。 

     なお、貸付地積は令和５年度（当初）の貸付地積に本件土地分の地積 471.19 ㎡を

加えた 594.42 ㎡（123.23 ㎡＋471.19 ㎡）、他者使用部分に相当する地積は次の

「【他者使用部分に相当する地積】令和６年度」に示す 1,085.40 ㎡となっています。 

 

    【課税地積】令和６年度 

1,679.82 ㎡＝594.42 ㎡＋1,085.40 ㎡ 

 

なお、令和５年度と同様の方法により算出した令和６年度の他者使用部分に相当す

る地積は、以下のとおりです。 
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【他者使用部分に相当する地積】令和６年度 

     令和６年度の貸付地積（594.42 ㎡）は、令和５年度（当初）との比較において、 

 

 

令和６年度の貸付地積は、令和５年度（当初）との比較において、本件土地分

（471.19 ㎡）増加していますが、前記ア【計算式】のとおり、貸付地積が増加する

と他者使用部分に相当する地積が減少する関係にあるため、福浦三丁目９－１の土地

に係る課税地積の増加は 465.73 ㎡（1,679.82 ㎡－1,214.09 ㎡）となります。 

 

 ３ 監査委員の判断 

   以上を踏まえ、監査委員は、次のとおり判断しました。 

 (1) 本件土地に対する令和５年度の固定資産税の賦課徴収を怠る事実の有無について 

    監査対象区局の説明によれば、本件土地については、「令和６年度固定資産税非課税

適用（変更）申告書」（令和５年３月７日付）による理由発生年月日が令和５年３月１

日となっていたこと、令和５年４月 17 日に提出された「事業用定期借地権設定契約公

正証書」による賃料の発生が令和５年３月からであったこと、建築確認申請における建

築主が公立大学法人横浜市立大学となっていたことを勘案して、令和５年度の当初課税

時においては、賦課期日において公立大学法人が使用していると判断し、地方税法第

348 条第８項の非課税要件に該当するとして非課税としていました。本件請求を受けて、

監査対象区において改めて事実確認した結果、本件土地は令和５年度についても賦課期

日において公立大学法人以外の者が使用しており、地方税法第 348 条第８項の非課税要

件に該当せず、課税対象とすべきものであると判断し、令和７年１月６日付で、福浦三

丁目９－１の土地について、「令和５年度土地（補充）課税台帳兼評価調書」に登録さ

れている内容のうち、本件土地を課税対象とすることに伴う課税地積の増加分を加える

修正を行い、及び課税地積の変更に伴う価格等の変更を反映する修正を行うとともに、

固定資産税を増額する税額変更を行ったものです。 

本件土地は、令和５年４月 17 日に提出された「事業用定期借地権設定契約公正証書」

等により、令和４年６月 29 日に事業用定期借地権が設定され、賃貸借の開始日が同月

30 日であることを確認することができます。また、取扱通知に従えば、貸付状況は、

1,085.40㎡＝ 94,389.80㎡ 594.42㎡
1,301.88㎡

112,502.14㎡
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原則として契約書に定められている内容をもって判断することとなっています。そのた

め、本件土地は、令和５年度の賦課期日において地方税法第 348 条第８項の非課税要件

を欠いており、令和５年度から本件土地に対し、固定資産税を賦課徴収しなければなら

なかったと認められ、公金の賦課徴収を怠るものと言わざるを得ません。 

しかし、監査対象区において、令和７年１月６日付で、福浦三丁目９－１の土地につ

いて、本件土地分を課税対象とすることに伴う「令和５年度土地（補充）課税台帳兼評

価調書」に登録されている内容の修正を行い、固定資産税を増額する税額変更が行われ、

同日付で納税義務者宛てに当該税額変更等について通知されていることから、現時点に

おいては、本件土地に係る固定資産税の賦課徴収を怠る事実が是正されていることが認

められます。 

(2) 本件土地に対する令和６年度の固定資産税の賦課徴収を怠る事実の有無について 

令和６年度の福浦三丁目９－１の土地の課税地積は、前記２(3)ウのとおり、本件土

地分の地積を 471.19 ㎡として算出された 1,679.82 ㎡となっており、「令和６年度土地

（補充）課税台帳兼評価調書」に登録されている課税地積とも一致しています。 

そのため、本件土地に対する令和６年度の固定資産税の賦課徴収を怠る事実は認めら

れません。 

なお、本件請求において、請求人は、「事業用定期借地権設定契約公正証書」の物件

目録記載の地積 471.19 ㎡と「令和６年度 固定資産税の支払按分表（公立大学法人横

浜市立大学作成）」に記載されている院内薬局の課税対象面積 465 ㎡に相違があること

を理由に、固定資産税の賦課徴収を怠る事実がある旨主張していますが、課税地積の計

算において、貸付地積が増加すると他者使用部分に相当する地積が減少する関係にある

ため、本件土地分の貸付地積の増加に伴う福浦三丁目９－１の土地に係る課税地積の増

加分が 465.73 ㎡となることは、前記２(3)ウのとおりです。 

 

 ４ 結論 

   以上のことから、令和５年度については本件土地に対する固定資産税の賦課徴収を怠る

事実があると認められましたが、現時点においては固定資産課税台帳の登録内容が修正さ

れ、固定資産税を増額する税額変更が行われていることから公金の賦課徴収を怠る事実は

認められず、令和６年度については当初から本件土地に対して固定資産税が課税されてい
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ることから公金の賦課徴収を怠る事実は認められず、請求人の主張には理由がないと判断

しました。 

 

 ５ 意見 

   本件土地に対する令和５年度の固定資産税の賦課徴収については、本件請求を受けて監

査対象区が改めて事実確認した結果、課税対象とすべきものであったことが判明し、令和

７年１月６日に課税したものです。 

   本件請求がなければ将来にわたって是正されなかった可能性も否定できない事案であり、

今後は、今回の反省を踏まえ、再発防止を図り、市民の市政への信頼回復のため、なお一

層の努力をされるよう求めるとともに、固定資産税の課税対象の判断を適切に行うよう求

めます。 

 

 ６ 判断の根拠とした書類（金沢区提出分） 

(1) 見解書 

(2) 令和６年 12月 23日監監第 780 号「住民監査請求に係る質問への回答及び資料の提出

について（依頼）」に対する回答及び提出資料 

(3) 令和７年１月 17 日監監第 823 号「住民監査請求に係る質問への回答及び資料の提出

について（依頼）」に対する提出資料 
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